
 

 

 

 

競争参加者の資格に関する公示 

 

 

特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）を結成し、支出負担行

為担当官東京航空局長が発注する下記の工事における競争参加者の資格を得ようと

する者の申請方法等について、次のとおり公示します。 

 

令和８年１０月１５日 

 

東京航空局長 伊地知 英己 

 

◎調達機関番号０２０ ◎所在地番号１３ 

 東空契第５５９号 

 

１ 工事概要 

（１）工事件名 
新千歳空港事務所札幌分室機械設備工事 

（電子入札対象案件） 

（２）工事内容 
  本工事は、新千歳空港事務所札幌分室における機械設備について、老朽化に伴 
う更新工事を行うものである。 
 （主な対象機器概要） 
〇庁舎（延床面積 11,879.21m2 、空調対象延べ床面積 5366.5m2） 
1 階 
・冷凍機 2 台 
・冷凍機補器盤 2 面 
・冷凍機電源盤 2 面 
・冷却塔 2 台 
・冷却塔手元開閉器盤 1 面 
・ユニット形空気調和機 6 台 
・ポンプ類 一式 
・ヘッダー類 一式 
・熱交換器 2 台 
・送風機 27 台 
・真空式温水発生器 1 台 
・電熱式パネルヒータ 1 台 
・有圧換気扇 4 台 
・電熱式シャッター 1 台 
・シロッコファン 2 台 
・密閉式 VP 用真空タンク 1 基 
・開放式膨張タンク（冷却水用） 1 基 
・地下オイルタンク 18,000Ｌ 1 基 
・オイルサービスタンク 150Ｌ 1 基 
・受水タンク（平常用） 4,000Ｌ 1 基 
・受水タンク（非常用） 10,000Ｌ 1 基 
・受水槽室手元開閉器盤 1 面 
・動力制御盤 12 面 
・空調自動制御計装盤 1 面 



 

 

2 階 
・中央監視手元開閉器盤 1 面 
3 階 
・ユニット形空気調和機 6 台 
・ファンコンベクタ 3 台 
・シロッコファン 6 台 
・密閉式膨張タンク（温水用） 1 基 
・開放式補給水膨張タンク（温水用） 1 基 
・VT-1 用クッションタンク 1 基 
・空調自動制御計装盤 1 面 
5 階 
・シロッコファン 2 台 
・換気装置自動制御計装盤 1 面 
塔屋１階 
・有圧換気扇 2 台 
・シロッコファン 10 台 
塔屋 2 階 
・開放式膨張タンク（給湯用） 1 基 
別館 1 階 
・空気清浄ユニット 1 台 
・シロッコファン 1 台 
・動力制御盤 ３面 
・温水式パネルヒータ 4 台 
別館 2 階 
・マルチ形空気調和機 1 系統 
・シロッコファン 2 台 
・全熱交換器 2 台 
別館 3 階 
・マルチ形空気調和機 1 系統 
・シロッコファン 4 台 
・全熱交換器 2 台 

（３）工事場所 
新千歳空港事務所札幌分室内 

（４）工期 

契約締結日の翌日から令和１０年３月１７日まで 

 

２ 資格審査申請書の受付期間 

本日より令和８年１１月１７日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法

律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）

を含まない。）までの間の１０時から１２時及び１３時から１７時（最終日は１

６時）まで。なお、令和８年１１月１７日（休日を除く。）以降においても、随

時、申請を受け付けるが、開札の時までに当該共同企業体としての資格の認定を

受けていなければならない。 

 

３ 申請の方法 

（１）申請書の交付場所 

共同企業体としての資格を得ようとする者に以下の場所で競争参加資格審査

申請書（以下「申請書」という。）を交付する。 

〒１０２－００７４ 東京都千代田区九段南１－１－１５ 

          九段第二合同庁舎 



 

 

東京航空局総務部契約課 

TEL （０３）６８８０－１５０５ 

（２）申請書の提出方法 

申請者は、申請書に次に掲げる書類を添付し、持参、郵送（書留郵便に限る。

提出期間内必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。提出期限内必着。）

により提出すること。なお、提出場所は（１）に示す申請書の交付場所と同じ。 

① ４（２）③に規定する資格を有していることを証明するため、全ての構成員

の資格決定通知書の写し 

② ４（６）により締結した特定建設工事共同企業体協定書の写し 

（３）申請書等の作成に用いる言語 

申請書及び添付書類は、日本語で作成すること。 

 

４ 共同企業体としての資格及びその審査 

（１）構成員の数 

構成員の数は２又は３社とする。 

（２）組合せ及び構成員の資格要件 

構成員の組合せは、次の条件に該当する者の組合せとするものとする。 

① 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当し

ない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約

締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に

該当する。 

② 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

③ 東京航空局における「管工事業」に係る令和７・８年度国土交通省一般

（指名）競争参加資格を有する者（会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者に

ついては、手続開始の決定後、国土交通省東京航空局長が別に定める手続に

基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）であり、当該認定の

際に客観的事項（共通事項）について算定した経営事項評価点数が、１，１

００点以上であること（なお、特定ＪＶにより参加を希望する場合、代表者

及び構成員に係る点数が１，１００点以上であること。）。 

④ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生

法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

但し、③の再認定を受けている者を除く。 

⑤ 当該申請書の提出期限から開札日までの間に、東京航空局長から「航空局所

掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年６月２８日付け、

空経第３８６号）」に基づく指名停止を受けていない者であること。 

⑥ 警察当局から、国土交通省に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する業者

又はこれに準ずる者として、公共工事からの排除要請があり、当該状態が継続

している者でないこと。 

（３）結成方法 

自主結成とする。 

（４）出資比率 

すべての構成員が、均等割の１０分の６以上の出資比率であるものとする。よ

って、割合は次のとおり。 

・構成員が２社の場合 全ての構成員が出資比率３０パーセント以上 



 

 

・構成員が３社の場合 全ての構成員が出資比率２０パーセント以上 

（５）代表者要件 

代表者の要件は、次の各号の要件を満たすものとする。 

① 構成員中最大の施工能力を有する者とする。 

② 等級区分の異なる構成員により結成する場合は、最上位の等級区分に決定さ

れている者とする。 

③ 出資比率が、構成員中最大である者とする。 

（６）特定建設工事共同企業体の協定 

特定建設工事共同企業体を結成するため締結する協定書は、「特定建設工事

共同企業体協定書（甲型）」によるものとする。 

 

５ 資格審査結果の通知 

競争参加資格の審査の結果を「競争参加資格認定通知書」により通知する。 

 

６ 認定資格の有効期間 

共同企業体における認定資格の有効期限は、次に掲げる者の区分に応じ、当該

各号に定める期間とする。 

（１）契約の相手方となった者 

競争参加資格が認定されたときから、工事が完了するときまでとする。 

（２）契約の相手方とならなかった者 

競争参加資格が認定されたときから、契約の相手方と契約を締結するときま

でとする。 

 

７ その他 

（１）共同企業体の名称は「新千歳空港事務所札幌分室機械設備工事○○・▼▼特

定建設工事共同企業体」とすること。 

（２）本公示における競争参加資格の審査申請をする共同企業体が、支出負担行為

担当官東京航空局長が発注する新千歳空港事務所札幌分室機械設備工事の入札

公告に示されている競争参加資格の確認申請を受けるためには、当該入札公告

の指示に従い、別途申請手続きしなければならない。 

（３）申請手続き等について不明な点があれば、３（１）の場所に照会すること。 


